


※ 平均値は、いずれもR3年度

※ １．各項目の平均値は小数点第2位で四捨五入したものである。

　 ２．グラフ中の｢類似団体平均｣の類型区分については、R3年度における類型区分である。

　 ３．各項目の平均値は、各団体のR3年度計数を単純平均したものである。

　 ４．債務償還可能年数について、分子（実質債務）が0以下となる場合は「0.0年」を表示する。分子（実質債務）が0より大きく、かつ分母（行政経常収支）が0以下となる場合は空白で表示する。

 　５．債務償還可能年数における平均値の算出について、分子（実質債務）がマイナスの場合は「0（年・月）」として単純平均している。

　　　また、分母（行政経常収支）がマイナスの場合は集計対象から除外とするが、分子（実質債務）及び分母（行政経常収支）が共にマイナスの場合は「0（年・月）」として単純平均している。

　　　なお、債務償還可能年数が100年以上の団体は集計対象から除外している。

 　６．実質債務月収倍率における平均値の算出について、分子（実質債務）がマイナスの場合は「0（年・月）」として単純平均している。
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◆ 財務指標の経年推移
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＜参考指標＞

＜財務指標＞

（単位：年） （単位：月）

（単位：月） （単位：％）

健全化判断比率 月形町 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 - 15.00% 20.00% 

連結実質赤字比率 - 20.00% 30.00% 

実質公債費比率 3.4% 25.0% 35.0% 

将来負担比率 - 350.0% -

債務償還可能年数 4.8年 3.0年 0.7年 0.5年 0.0年

実質債務月収倍率 5.1月 4.4月 0.6月 0.9月 ▲ 0.6月

積立金等月収倍率 9.6月 9.8月 12.2月 11.7月 12.5月

行政経常収支率 8.9% 12.1% 7.6% 15.3% 18.8%

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度
（参考）

北海道
平均値

1.9年 4.1年 4.4年

4.3月 6.5月 7.9月

13.0月 7.1月 7.5月

21.0% 15.3% 16.9%

類似団体
平均値

全国
平均値

類似団体区分

町村Ⅰ－０

基礎的財政収支（プライマリー・バランス）５ヵ年推移

月形町

※ 基礎的財政収支 ＝{歳入－（地方債＋繰越金＋基金取崩）}
－{歳出－（公債費＋基金積立）}

※ 基金は財政調整基金及び減債基金
（基金積立には決算剰余金処分による積立額を含まない。）





２．資金繰り状況について

　資金繰り状況の評価については、積立金等月収倍率と行政経常収支率を利用して、ストック面（資金繰り余力としての積立金等の水
準）及びフロー面（経常的な資金繰りの余裕度）の両面から行っている。

【診断結果】
　資金繰り状況については留意すべき状況にないと考えられる。

① ストック面（資金繰り余力としての積立金等の水準）
　資金繰り余力の水準を示す積立金等月収倍率は、令和3年度では12.5月と、当方の診断基準（3月）を上回っていること
から、積立低水準の状況にはない。
　なお、令和3年度の積立金等月収倍率12.5月は、類似団体平均13.0月を下回っている。

② フロー面（経常的な資金繰りの余裕度）
　上記「債務償還能力」項目に記載のとおり、収支低水準の状況にはない。

② フロー面（償還原資の獲得状況（＝経常的な資金繰りの余裕度））
　償還原資の獲得状況を示す行政経常収支率は、令和3年度では18.8％と、当方の診断基準（10％）を上回っていることか
ら、収支低水準の状況にはない。
　なお、令和3年度の行政経常収支率18.8％は、類似団体平均21.0％を下回っている。

※　 債務償還可能年数
令和3年度の債務償還可能年数0.0年は、当方の診断基準（15年）を下回っている。なお、類似団体平均1.9年も下回ってい
る。

◆ ヒアリングを踏まえた総合評価

１．債務償還能力について

　債務償還能力の評価については、債務償還可能年数及び債務償還可能年数を構成する実質債務月収倍率と行政経常収支率を利
用して、ストック面（債務の水準）及びフロー面（償還原資の獲得状況）の両面から行っている。

【診断結果】
　債務償還能力については留意すべき状況にはないと考えられる。

① ストック面（債務の水準）
▲ 0.6　債務の水準を示す実質債務月収倍率は、令和3年度（診断対象年度）では 月と、当方の診断基準（18月）を下回っ

ており、実質債務が無いことから債務高水準の状況にはない。
▲ 0.6　なお、令和3年度の実質債務月収倍率 月は実質債務が無い状況であり、類似団体平均4.3月を下回っている。

月形町

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度
類似団体平均値

（ R3 年度）

債務償還可能年数 3.8年 2.2年 2.9年 2.4年 5.0年 4.8年 3.0年 0.7年 0.5年 0.0年 1.9年

▲ 0 .6実質債務月収倍率 8.9月 6.7月 6.3月 5.1月 4.9月 5.1月 4.4月 0.6月 0.9月 月 4.3月

積立金等月収倍率 9.1月 9.1月 9.5月 9.4月 9.4月 9.6月 9.8月 12.2月 11.7月 12.5月 13.0月

行政経常収支率 19.5％ 24.4％ 17.9％ 17.4％ 8.0％ 8.9％ 12.1％ 7.6％ 15.3％ 18.8％ 21.0％

財務上の留意点

● 財務指標の経年推移

※ 「 参考1 　 診断基準」 のとおり、 債務高水準、 積立低水準、 収支低水準となっている場合は、 赤色で表示。

②　  診断基準には、 該当しないものの、 診断基準の定義 のうち一つの指標に該当している場合は、 黄色で表示。

参考１　 診断基準 　 参考２　 財務指標の算式

定義 　 ・ 債務償還可能年数＝実質債務／行政経常収支

　 ・ 実質債務月収倍率＝実質債務／（ 行政経常収入／12）

　 ・ 積立金等月収倍率＝積立金等／（ 行政経常収入／12）

　 ・ 行政経常収支率＝行政経常収支／行政経常収入

※　 実質債務＝地方債現在高＋有利子負債相当額－積立金等

　 　 有利子負債相当額＝債務負担行為支出予定額＋公営企業会計等資金不足額等

　 　 積立金等＝現金預金＋その他特定目的基金

　 　 現金預金＝歳計現金＋財政調整基金＋減債基金

債務高水準
① 実質債務月収倍率24ヶ月以上

② 実質債務月収倍率18ヶ月以上かつ
　 債務償還可能年数15年以上

積立低水準
① 積立金等月収倍率1ヶ月未満

② 積立金等月収倍率3ヶ月未満かつ
　 行政経常収支率10% 未満

収支低水準
① 行政経常収支率0% 以下

② 行政経常収支率10% 未満かつ
　 債務償還可能年数15年以上



過去から収支低水準となっていない理由・背景
　行政経常収支率は平成28年度8.0％、29年度8.9％、令和元年度7.6％と3年度にて10％を下回ったものの、いずれの年度も債務償還
可能年数は15年未満であることから、収支低水準に該当していない。
　行政経常収支率が10％未満となった要因については、平成28年度および29年度については町立病院および一部事務組合（消防）へ
の繰出金（補助費）や物件費の増加により行政支出が増加したことによる。令和元年度はＩＰ告知システムの更改およびふるさと納税の
拡大に伴う委託料の増加や、退職手当組合の負担金増加が影響した。令和2年度以降は新型コロナウイルス関連の交付金により国庫
支出金が増加した影響で行政経常収入が増加し、行政経常収支率は10％を上回っている。

【収支系統】

３．財務の健全性等に関する事項

【債務系統】

過去から債務高水準となっていない理由・背景
　貴町は過去10年間実質債務が減少傾向にあり、実質債務月収倍率は一貫して当方の診断基準である18月を下回っており、債務高
水準とはなっていない。
　令和元年度にJR札沼線廃止に伴う「代替輸送事業基金」や「ふるさと納税基金」、「公有財産整備基金」等の特定目的基金を969百万
円積み立てたことで積立金は大幅に増加した。令和2年度は農業関連投資により地方債残高が324百万円増加したことで実質債務は
増加したが、令和3年度は積立金が増加したことで実質債務は減少し、マイナスとなった。

【積立系統】

過去から積立低水準となっていない理由・背景
　貴町は過去10年間継続して積立金等月収倍率が3月を上回っていることから積立低水準となっていない。
積立金等月収倍率は平成24年度以降9月を上回って推移しており、令和元年度以降はその他特定目的基金や減債基金の積立てによ
り12月程度の水準となっている。

月形町



【今後の見通し】

〇収支計画の有無及び計画名
…財政推計 有（町長および議会承認済み）

…名　　称 月形町財政推計
…推計期間 令和3年度～令和12年度
…推計時期 令和4年5月

…財政推計の前提条件 当推計は令和3年度決算を踏まえ、令和4年度から令和12年度までの各年度の推計値を算出している。
〇令和12年度における財務指標（見込み）

〇令和12年度（計画最終年度）の債務償還能力の見通し

　実質債務月収倍率は令和12年度では7.8月と当方の診断基準（18月）を下回ることから債務高水準とはならない見通しである。また、
行政経常収支率は5.4％と診断基準（10％）を下回るものの、債務償還可能年数は12.0年と診断基準（15年）を下回ることから、収支低
水準とはならない見通しである。

・ストック面（債務の水準）

　地方債現在高は、令和5年度以降に義務教育学校整備や温泉施設等改修事業（道の駅）等の大型投資を予定しており、令和12年度
は令和3年度と比較して116百万円増加する見通しである。積立金等残高については、上述のとおり大型投資の実施に伴う基金の取り
崩しにより、令和12年度では令和3年度と比較して2,242百万円減少する見通しである。以上より、令和12年度の実質債務は、令和3年
度と比較して2,358百万円増加する見通しである。

フロー面（償還原資の獲得状況）
　行政経常収入は、地方交付税および国（県）支出金等の減少、ふるさと納税の寄附減少により令和12年度においては令和3年度と比
較し556百万円減少する見通しである。
　行政経常支出については、ふるさと納税の寄附減少に伴い補助費は減少する見通しであるものの、町立病院への繰出金は増加する
見通しであり、令和12年度は令和3年度と比較して12百万円の減少に留まる見通しである。以上より令和12年度の行政経常収支は、
令和3年度と比較して544百万円減少の見通しである。
　行政経常収支率は、行政経常収入の減少幅が行政経常収支の減少幅を上回っているため、18.8％から5.4％へ低下する見通しであ
る。実質債務についても上述のとおり増加する見通しであることから、債務償還可能年数は12.0年と長期化する見通しである。

〇令和12年度（計画最終年度）資金繰り状況の見通し

　積立金等月収倍率は令和12年度では6.4月と当方の診断基準（3月）を上回ることから積立低水準とはならない見通しである。

・ストック面（資金繰り余力の水準）
　行政経常収入は減少するものの、上述のとおり積立金等残高は減少の見通しであることから積立金等月収倍率は6.4月へ低下する
見通しである。

・フロー面（経常的な資金繰りの余裕度）
　行政経常収入の減少が行政経常支出の減少を上回り、行政経常収支率は18.8％から5.4％へ低下する見通しである。債務償還可能
年数についても0.0年から12.0年へと長期化する見通しである。
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① 今後の財政運営について

　貴町は診断対象年度である令和3年度において、債務償還能力及び資金繰り状況について留意すべき状況にはないと考えられる。
直近5年間をみると、財務上の留意点は無いものの、平成29年度および令和元年度は行政経常収支率が10％未満と当方の診断基準
を下回っている。その要因として、町立病院および一部事務組合（消防）に対する繰出金に加え、物件費の増加が挙げられる。特に令
和元年度の行政経常収支の悪化については、ふるさと納税およびＩＰ告知システムの更改に係る物件費の増加が大きいことや、退職
手当組合負担金の増加による影響を受けたことによる。令和2年度以降は地方交付税の増加を主因として行政経常収支が改善したこ
とにより、指標に抵触する状況は解消された。令和3年度において実質債務は無く、その他指標も当方の診断基準への抵触は無く留意
すべき状況にはないと考えられる。
「月形町財政推計」により算出された計画最終年度（令和12年度）の見通しは、各指標ともに診断基準への抵触は無く留意すべき状況
にはない。一方で、地方交付税や国庫支出金の減少、高齢化による社会保障費の増加、病院事業会計への繰出金の増加により、行
政経常収支率は令和3年度の18.8％から5.4％まで低下する見通しである。特に病院事業会計については、医師の確保や近隣病院と
の連携強化により収益向上を目指すとしているものの、今後の経営状況は不透明であることから繰出金は2.5億円程度を見込んでい
る。また、「道の駅」や「義務教育学校」、「地域拠点化施設」等の大型投資に伴う起債および積立金の取崩により、実質債務は増加し、
計画最終年度における4指標は令和3年度と比較して悪化する見通しである。
今後の収入確保策として、令和6年秋に皆楽公園エリアに道の駅を開業し、貴町特産品の花きや他市町村と連携した地域農産物のPR
や販売を行い、リニューアルする温泉施設と宿泊施設との相乗効果により交流人口の増加を図るとしている。今後は皆楽公園エリア全
体の賑わい創出により、月形町が「通過の町」から「寄り道の町」となり、観光消費の拡大による自主財源の確保を意識した財政運営に
取り組まれることが望まれる。

② 今後の農業振興について

　貴町は「第2期月形町創生総合戦略」において、農業の持続的発展を目指している。取組の一つとして、米穀乾燥調製貯蔵施設（こめ
工房）の増強による効率的な生産体制により契約栽培の割合が向上し、米の販売単価上昇につながっている。また、就農者減少対策
としてスマート農業に関する機械設備導入費用の補助やブランド力向上に対する取組を実施しており、農業振興を図っている。その
他、青果物集出荷施設の整備によりメロンやスイカ、トマトといった施設園芸作物の生産能力強化に取り組み、収益性向上を目指して
いる。また、当町の特産品である花きについては生産者・作付面積共に減少傾向にはあるものの、需要の増加や輸入品の減少により
好調な販売を維持しており、「花の里つきがた」のイメージを確立している。総合戦略にて掲げている各種施策の進展により、基幹産業
である農業の更なる発展に期待したい。

【その他の留意点】

月形町



●計数補正

債務償還能力及び資金繰り状況を評価するにあたっては、ヒアリングを踏まえ、以下の計数補正を行っている。

№ 補正科目

1
積立金等残高

（ 財政調整基金）

2 国（ 道） 支出金等

3 補助費等

理由

北海道市町村備荒組合資金の年度末残高（ 超過額） は、 取崩しに制限が無く 、 換価性に問題が無いた
め、 増額補正を行った。

新型コロナウイルスに係る特別給付金事業費補助金は、 臨時的かつ多額な収入のため、 減額補正を行っ
た。

新型コロナウイルスに係る特別給付金の補助費等は臨時的かつ多額な収入のため、 減額補正を行った。

月形町



問
題
な
し

注

意

指
標

④ 積 立 金 等 月 収 倍 率

実質債務 行政経常収支

① ②実 質 債 務 月 収 倍 率 債 務 償 還 可 能 年 数

行政経常収入÷12

※ 一年間で生み出される償
還原資の何倍の債務を抱え
ているかを見る指標

財務状況把握の結果概要  (簡略版）
（対象年度：令和3年度）

③ 行 政 経 常 収 支 率

積立金等

※ 一月当たり収入の何ヶ月分
の債務があるかを見る指標

行政経常収支

※ 一月当たり収入の何ヶ月分
の積立金があるかを見る指標

● 今後の財政運営について
　　貴町は診断対象年度である令和3年度において、債務償還能力及び資金繰り状況について留意すべき状況
にはないと考えられる。一方で、計画最終年度（令和12年度）において、地方交付税や国庫支出金の減少、高齢
化による社会保障費の増加、病院事業会計への繰出金の増加により、行政経常収支率は令和3年度の18.8％か
ら5.4％まで低下する見通しである。特に病院事業会計については、財政推計にて繰出金を2.5億円程度を見込
んでおり、財政圧迫の要因となっている。また、「道の駅」や「義務教育学校」、「地域拠点化施設」等の大型投資
に伴う起債及び積立金の取崩により、実質債務は増加し、計画最終年度における4指標は令和3年度と比較して
悪化する見通しである。今後の収入確保策として、令和6年秋に皆楽公園エリアに道の駅を開業し、貴町特産品
の花きや他市町村と連携した地域農産物のPRや販売を行い、リニューアルする温泉施設と宿泊施設との相乗効
果により交流人口の増加を図るとしている。今後は皆楽公園エリア全体の賑わい創出により、月形町が「通過の
町」から「寄り道の町」となり、観光消費の拡大による自主財源の確保を意識した財政運営に取り組まれることが
望まれる。

● 今後の農業振興について
　貴町は「第2期月形町創生総合戦略」において、農業の持続的発展を目指している。取組の一つとして、米穀乾
燥調製貯蔵施設（こめ工房）の増強による効率的な生産体制により契約栽培の割合が向上し、米の販売単価上
昇につながっている。また、就農者減少対策としてスマート農業に関する機械設備導入費用の補助やブランド力
向上に対する取組を実施しており、農業振興を図っている。その他、青果物集出荷施設の整備によりメロンやス
イカ、トマトといった施設園芸作物の生産能力強化に取り組み、収益性向上を目指している。また、当町の特産品
である花きについては生産者・作付面積共に減少傾向にはあるものの、需要の増加や輸入品の減少により好調
な販売を維持しており、「花の里つきがた」のイメージを確立している。総合戦略にて掲げている各種施策の進展
により、基幹産業である農業の更なる発展に期待したい。

注

意

問
題
な
し

や
や
注
意

や
や
注
意

行政経常収入÷12指
標

行政経常収入

※ 収入からどの程度の償還
原資を生み出しているかを見
る指標

実質債務

▲ 0 .6月 0 .0年

18 .8％ 12 .5月

24.0月

18.0月 0.0％

10.0％

15.0年 1.0月

3.0月

今後の見通しと留意点等

４ つの財務指標結果

総 合 評 価

〔経常的な収支と
積立金等の備えからの資金余裕状況 〕

債務 償還能力
〔地方債等の債務の大きさと、
その償還原資を確保する能力 〕

資 金 繰 り 状 況

留意すべき状況にはない
と考えられる

留意すべき状況にはない
と考えられる

問題ない問題ない 問題ない 問題ない

債
務
償
還
能
力

債 務 の 水 準 償還原資の
獲得状況

経常的な資金
繰りの余裕度

資金繰り余力の
水準

資
金
繰
り
状
況

北海道財務局作成

月形町



▲  0.6 月

行政経常収支率 18.8

他団体等との比較（債務償還能力） 【補正後】 実質債務月収倍率

％

債務償還可能年数 0.0 年

※ ※　　 数値は、（実質債務月収倍率,　行政経常収支率,　債務償還可能年数）である。 各団体の指標値はヒアリング団体のみ補正後

※　  北海道平均に札幌市を含む　

（対象年度：令和3年度）
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務
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可
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年
数
（
年
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収支低水準

債務高水準かつ

収支低水準

債務高水準

月形町（令和3年度）
▲ 0.6月、18.8％、0.0

年

月形町（令和12年度見込み）
7.8月、5.4％、12.0年

・収支は良い

・債務は少ない

北海道財務局

北海道平均
7.9月、16.9％、4.4年

類似団体平均
4.3月、21.0％、1.9年

空知管内平均
8.8月、16.5％、5.0年

フ
ロ
ー
・
行
政
経
常
収
支
率
（
％
）

高

低

ストック・実質債務月収倍率（月） 高低

・収支は悪い

・債務は多い

月形町



※ ※　　 数値は、（積立金等月収倍率,　行政経常収支率）である。 各団体の指標値はヒアリング団体のみ補正後

（対象年度：令和3年度）

※　  北海道平均に札幌市を含む　

他団体等との比較（資金繰り状況）
行政経常収支率 18.8 ％

【補正後】 積立金等月収倍率 12.5 月
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収支低水準

月形町（令和12年度見込み）
6.4月、5.4％

空知管内平均
6.9月、16.5％

・収支は良い

・積立金は多い

・収支は悪い

・積立金は少ない

北海道財務局

北海道平均
7.5月、16.9％

類似団体平均
13.0月、21.0％

月形町（令和3年度）
12.5月、18.8％

フ
ロ
ー
・
行
政
経
常
収
支
率
（
％
）

高

低

ストック・積立金等月収倍率（月） 高低

月形町


